
 

第１号議事資料 

１．生活交通改善事業計画（バリアフリー化設備等整備事業－福祉タクシー） 

 

１－１．趣旨説明 

本件につきましては、福祉タクシー車両導入補助に関する令和４年度二次補正及

び令和５年度当初予算が国土交通省に計上されたことから、国土交通省の「地域公

共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）に基づき、

交通事業者が交通会議の承認を受けて所定の「生活交通改善事業計画（バリアフリ

ー化設備等整備事業）」（以下「改善計画」という。）の提出を行うものです。 

改善計画の提出により交通事業者は、福祉タクシー車両の導入にあたって、交付

要綱に基づく補助金の交付を受けることが可能となり、バリアフリー化を推進する

事業者の負担軽減と、藤沢市域での導入促進を図るものです。 

 

１－２．計画概要 

バリアフリー化設備等整備事業の内容と当該事業を実施する事業者 
福祉タクシー車両の導入 

・フジ交通（株）：1台  ・（株）ミナミ商会：2台 

 

バリアフリー化設備等整備事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 
令和５年度 

事業の名称 
総事業費 

割合 
国費割合 

都道府県 

負担割合 

市区町村 

負担割合 

事業者 

負担割合 

福祉タクシ

ー車両導入 

7,557 

千円 

1,800 

千円 

 

千円 

 

千円 

5,757 

千円 

100％ 23.8％ ％ ％ 76.2％ 

※総事業費については見込み額を記載。 

 

１－３．改善計画（案） 

改善計画の案は、次頁以降に示すとおりです。 
 

以 上  



 

生活交通改善事業計画（バリアフリー化設備等整備事業-福祉タクシー） 

 

令和５年８月  日 

（名称）藤沢市地域公共交通会議 

（代表者名）会長      印 

 

１．生活交通改善事業計画の名称 
令和５年度 福祉タクシー車両導入促進計画 

 

２．バリアフリー化設備等整備事業の目的・必要性 
藤沢市では、今後も超高齢化社会への進展が進む中、道路や駅などのバリアフリー化と

併せて、公共交通の車両のバリアフリー化を進め、バリアフリー化が交通環境全般にわた

ることが重要であると考えている。このため、福祉タクシー車両の導入を促進し、自立し

た移動の機会を増やすことを目的とする。 

 

３．バリアフリー化設備等整備事業の定量的な目標及び効果 

（１）事業の目標 
国が定める『移動円滑化の促進に関する基本方針』により、国では令和７年度末までに

約９万台の福祉タクシー車両の導入を目指していることから、藤沢市域内の導入促進を図

ります。 

（２）事業の効果 
効果は、車椅子で直接乗車でき、高齢者等が乗降しやすい福祉タクシー車両が増加する

ことで、障がい者や高齢者、従来のタクシー車両では外出が難しかった方などの外出機会

が増えることを期待する。 

 

４．バリアフリー化設備等整備事業の内容と当該事業を実施する事業者 

（１）事業の内容：実施事業者（補助対象事業者） 
【内容】 

・福祉タクシー車両の導入 

【業者別内訳】 

・福祉タクシー車両 3台 

フジ交通（株）：1台、（株）ミナミ商会：2台 

 

【実施事業者（補助対象事業者）の身体・知的・精神の３区分における運賃割引率】 

フジ交通（株）、（株）ミナミ商会 ともに身体・知的・精神：各１割引 

 

（２）関連事項（以下、〈 〉内の事業に該当する場合に記載） 
〈福祉タクシー車両・共同配車センターに係る事業〉 

●一般タクシーの代替でユニバーサルデザインタクシーを導入する事業 

この事業は、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（平成 21年法律第 64号）第３条２項に定める準特定地域に

おいて、道路運送法に係る事業計画上一般車両として届け出ているセダン車両の代替車両

として標準仕様ユニバーサルデザインタクシー認定要領の認定を受けた車両を導入する

事業であります。 

 

 

 

 

 

（案） 



 

 

５．バリアフリー化設備等整備事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 
令和５年度 

事業の名称 
総事業費 

割合 
国費割合 

都道府県 

負担割合 

市区町村 

負担割合 

事業者 

負担割合 

福祉タクシ

ー車両導入 

7,557 

千円 

1,800 

千円 

 

千円 

 

千円 

5,757 

千円 

100％ 23.8％ ％ ％ 76.2％ 

※総事業費については見込み額を記載。 

 

 

６．計画期間 
以下項目別に概ねの着手・実施期間を矢印（←→）、または横棒線（―――）で記載。 

●で年度ごとの事業着手日、事業完了日を記載 

 

事業の名称 

令和５年度 

4 月      6 月      9月      12 月      3 月 

福祉タクシー車両

導入 

交付決定後着手予定 

●――――――――――――――――――● 

３月３１日完了予定 

 

 

７．藤沢市地域公共交通協議会の開催状況と主な議論 
・平成２５年４月２５日（第１回）藤沢市地域公共交通会議設立 

・令和５年７月１０日 

フジ交通（株）、（株）ミナミ商会の車両の導入方針及び令和５年度の導入計画の内容

について確認。 

・令和５年８月書面開催 

（第２６回藤沢市地域公共交通会議の結果を記載予定） 

 

 

 

８．利用者等の意見の反映 
 

・（第２６回藤沢市地域公共交通会議の市民委員等からの意見を記載予定） 

 

 

（次ページに続く）  



 

９．協議会メンバーの構成員 
関係都道府県 ・神奈川県 県土整備局 都市部 交通企画課 
関係市区町村 ・藤沢市 計画建築部 

交通事業者・交

通施設管理者等 

・一般社団法人神奈川県タクシー協会相模支部藤沢地区会 

・神奈川中央交通株式会社 

・江ノ島電鉄株式会社 

・藤沢警察署 

・藤沢北警察署 
一般旅客事業者

の組織する団体 
・神奈川県交通運輸産業労働組合協議会 

地方運輸局 ・関東運輸局神奈川運輸支局 

道路管理者 
・神奈川県 県土整備局 藤沢土木事務所 

・藤沢市 道路河川部 

その他協議会が

必要と認める者 

・市民 

・東洋大学教授 

・特定非営利活動法人のりあい善行（市民組織） 

・おでかけ六会協議会（市民組織） 

 
【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）神奈川県藤沢市朝日町１－１   

（所 属）藤沢市 計画建築部 都市計画課  

（氏 名）坂井 洋介           

（電 話）０４６６－５０－３５３７    

（e-mail）fj-tosikei@city.fujisawa.lg.jp 


